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奈良県市町村総合事務組合における女性職員の活躍の推進に関する特定事業

主行動計画（以下「本計画」という。）は、女性の職業生活における活躍の推進

に関する法律（平成 27 年法律第 64 号。以下「法」という。）第 19 条に基づき、

奈良県市町村総合事務組合管理者が策定する特定事業主行動計画である。 

 

 

１．計画期間 

 

計画期間は令和 8 年 4 月 1 日から令和 13 年 3 月 31 日までの 5 年間とする。 
 

 

２.第２次計画の評価 

 

第２次計画では、「全職員に占める女性職員の割合 40％以上」及び「職員の年

次休暇の平均取得率 50％以上」を数値目標として取り組んできた。 

女性職員の割合については、令和 8 年 3 月 31 日時点で 37.5％となり、目標達

成には至らなかった。これは、計画期間中に職員の採用がなかったことに加え、

女性職員の定年退職者が生じたことが要因である。しかしながら、仕事と家庭

の両立支援制度の周知や利用促進など、女性職員が働き続けられる職場環境の

整備については継続的に取り組んできた。 

また、年次休暇の平均取得率については、令和 7 年実績で 75.0％となり、目

標を上回る結果となった。計画的な休暇取得の促進や職場全体で休暇を取得し

やすい環境づくりが一定の成果につながったものと考えられる。 

 

第２次計画では、年次休暇の取得促進については目標を達成した一方で、女

性職員割合については採用実績等の影響により目標達成には至らなかった。こ

のため、第３次計画では、女性職員の確保・定着及び働きやすい職場環境の整



備を引き続き推進するとともに、仕事と家庭の両立支援を一層充実させ、性別

を問わず全ての職員が能力を十分に発揮できる職場づくりを進める。 

 

 

３．女性職員の活躍の推進に向けた数値目標 

 

法第 19条及び女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づく特定

事業主行動計画の策定等に係る内閣府令（平成 27 年内閣府令第 61 号。）に基づ

き、本組合における女性職員の職業生活に関する状況を把握し、課題分析を行

った結果、次のとおり数値目標を設定する。 

 

（１）全職員に占める女性職員の割合について、40％以上※¹維持するとともに

令和 13 年 3 月末までには女性職員の割合が 45％以上となるよう努める。 

   ※¹数値目標の算定においては会計年度任用職員数も含めることとします。 

 

 

（２）性別を問わず、職員の年次休暇の平均取得率について、60％以上を維持

し、更なる取得促進に努める。 

 

 

４．女性職員の活躍の推進に向けた目標を達成するための取組 

３．で掲げた数値目標の達成に向け、次に掲げる取組を実施する。 

 

（１）女性職員の継続勤務を支援する職場環境づくりのための取組 

女性職員の、仕事と家庭の両立困難を理由とする離職を防ぐため、引き続き、

職場全体で支援する体制をつくる。 

①現行の各種両立支援制度のより一層の活用促進に向け、管理監督者から制

度利用対象職員へ積極的に声かけを行うとともに、事務局長から全職員向

けのメッセージを発信する等、対象者が制度を利用しやすい職場風土の醸

成に取組む。 

②定期的に職員の業務分担の見直しを行い、育児や介護を担う職員への負担

が偏らないよう配慮する。 

③産前産後休暇及び育児休業を取得する職員が安心して休業できるよう、代

替職員の確保や業務体制の整備に努める。 

 

 



（２）女性職員の管理監督職への登用推進のための取組 

これまでどおり、男女の差異なく、女性職員を管理監督職へ登用する。 

 

（３）年次休暇の取得促進の取組 

①年次休暇の取得目標を周知し、計画的な取得を促進する。 

②管理職員が率先して年次休暇を取得する等、職員が休暇を取得しやすい職

場の雰囲気づくりに努める。 

③年次休暇中の職員が負担にならないよう、互いの業務をサポートする体制

を整備する。 

 

 

５．計画の推進 

本計画の推進に当たっては、全職員に計画内容を周知し、管理監督者を中心

として組織全体で取組を推進する。また、社会情勢や職員構成の変化等を踏ま

え、必要に応じて計画の見直しを行い、継続的な改善に努める。 


